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第一級アマチュア無線j支士「法規｣試験問題
３０問２時W１１３０分

Ａ－１［無線局」の定義として、：趨皮法（第２条）の規定に適合するものはどｵuO、下の１から４までのうちから一つ選'、

無線設備及び無織没備の操作を行う者の総体であって、総務大臣の免許を受けたものをいう。
無線設備及び無線設備の操作を行う者の総体をいう。ただし、受信のみを目的とするものを含まない。
無線電信､無線鬮話その他趣波を送り、又は受けるための電気ｊＭ殻備をいう。ただし、受信のみを目的とするものを含まなし＄
電波を利用して､符珪音声その他の音響を送り、又は受けるための通信設備をいう。ただし､受信のみを目的とするものを含まなし＄

１
２
３
４

Ａ－２無線局の免許を与えないことができる者として、電波法（第５詞の規定に適合するものはどれ力も下の１から４までのうちから一つ選
べ

⑪

趣波の発射の停止の命令を受け、その停止の命令の解除の日から２年を経過しない者
無線局の運用の停止の命令を受け、その停止の期間の終了の日から２年を経過しない者
刑法に規定する罪を犯し懲役に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがなくなった日から２年を経過しない者
電波法又は放送法に規定する罪を犯し罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがなくなった日から２
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年を経過しない者

Ａ－３アマチュア無線局の予備免許ｷｺの工事設計等の変更に関する記述として､電波法(第８条及び第９鋼の規定に適合しないものはどｵL力､
下の１から４までのうちから一つ遇(､

１総務大臣は､予備免許を受けた者から申請があった場合において、相当と認めるときは、工事轄成の期限を延長することができる。
２予備免許を受けた者は、工藤殿計を変更しようとするときは、あらかじめ総務大臣の許可を受けなけ利玉ならない。ただし、総務省令
で定める軽微な率頁については、この限りでない。また、この工事設計の変更は､周波数､電波の型式又は空中線電力に変更を来たすも
のであってはならず、かつ､１範皮法第３章（無線設備）の技術基準に合致するものでなけ】rLぱならないｂ
３予備免許を受けた者は､総務省令で定める軽微な事R項について工事設計を変更したときは、遅滞なくその旨を総務大臣に届け出なけれ
ぱならない。

４予備免許を受けた者は､無線設備の般腫場所を変更したときは、総務大臣に届け出なければならなし％

A－４次の記述は､無線局の免許人の申請による周波数等の変更について述べたものである｡電波法(第19詞の規定に照らし［．内
に入れるべき殿も適切な字句の組合せを下の１から４までのうちから一つ遇'、

総務大臣は､免許人がロコ､電波の型式､周波数､空中線電力又は回の指定の変更を申請した場合において､□と認め
るときは、その指定を変更することができる。

Ｃ

電】皮の規整その他公益上必要がある
混信の除去その(１hA寺に必要がある

混信の除去その他特に必要がある
電波の規整その他公益ｔ必要がある

》癖 纈齪
齪 搦

》 》
鴎
号

識 “
１
櫃

識
鰯
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Ｆ司内に入れる電波法施行規則（第２２鋼の規定に照らし、Ａ－５次の記述は、高圧電気に対する安全施設について述べたものである。
べき最も適切な字句の組合せを下の１から４までのうちから一つ選ぺ。

を使用する電動発1酎幾変圧器、ろ

の内に収容しなければならない。た
高圧電気(高周波若しくは交流の電圧ロコ又は直流の電圧750ﾎﾞﾙﾄを超える電気をいう｡）

波器整流器その他の機器は､外部より容易に触れることができないように､絶縁ｉｉｉ巌体又は［亘．
だし［□のほ力出入できないように設備した場所に装歴する場合は､この限りでない。

Ｃ

１議::：
取扱F昔

Ｂ
しゃへい

金I5i遮蔽体
しゃへい

接地さｵした金i園遮蔽体
しゃへい

金属遮iii体
しゃへい

接地された金属遮iii〔体

Ａ

３００ボルト

３００ボルト

３５０ボルト

３５０ボルト
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A－６次の記述は､l周波数の許容偏差j及び｢占有周波婆端幅｣の定義である｡電波$A副晦行規則(第2条Oの規定に照らし［=。内に入れ
るべき鼠も適切な字句の組合せを下の1から4までのうちから一つi醤、なお､同じ記号の月内には､同じ字句が入るものとする。

①「周波数の許容偏差」とは、発射によって占有する周波数帯の中央の周波数の割当周波数からの許容することができる最大の偏差又は

発射の特性周波数のｒＸ－１からの許容することができる最大の偏差をいい､百万分率又はﾍﾙﾂで表[すも
ふく ふく

②「占有周波数帯W§Ｕとは、その上限の周波数を超えて輻射され､及びその下限の周波数未満において輻射される平均電力がそｵ1’ぞれ与
ふく

えられた発射によって輻射される全｡鞄f魅力の国に等しい上限及び下限の周波数帯幅をいう｡ただし､周波数分割多重方式の場合、
ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ伝送の場合等「訂の比率が占有周波数帯幅及０１必要周波数帯幅の定義を実際に適用することが困難な場合においては、
異なる比率によることができる。

Ｂ

０．５（･－セント

５パーセント

５パーセント

０．５パーセント

鐵
繊
繊
繊

Ａ稗》》鐸
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A－７次の記述は､送信装置の周波数の安定のための条件について述べたものである｡無線設備規則(第15詞の規定に照らし､□内
に入れるべき殿も適切な字句の組合せを下の１から４までのうちから一つ選'、

①周波数をその許容偏差内に維持するため､送信装霞は､できる限り亡□の変化によって発癩波数に影響を与えないものでなけれ
ばならなし＄

②周波数をその藷偏差内に縄寺するため､発振回路の方式は､できる限り［豆。の変化によって影響を受けないものでなければなら
ない。

③移動局(移動するｱﾏﾁｭｱ局を含むも)の送信装極は､契際上起こり得る□によっても周波数をその許容偏差内にl醤寺するも
のでなければならない。

Ｃ

ｌ涜助又は衝W農

気圧の変化

気圧の変化

娘､b又1.衝撃

鐸癖》』
》》

樒
棡

》》》》
Ｉ
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[二コ内に入れＡ－８次の記述は、空中線の指向特性を定める事項について述べたものである。無線設備規則（第２２鋼の規定に照らし、
るぺき最も適切な字句の組合せを下の１から４までのうちから一つ選(、

空中線の指向特性は、次に掲げる事項によって定める。
ふく

（１）：iｺﾞﾎﾞii射方向及【)轡I輻射方向

②ロコの誼iii射の角度の幅
(3)空中線を設置する位置の近傍にあるものであって麺波の伝わる方向を回もの
(4)［て-]よりの駕射

Ｃ

給電満Ｉ

カウンターポイズ

給樋線

力ウンターポイズ

Ｂ

ｉ:IFウー

妨げる

乱す

妨げる

Ａ》》楴楠
１
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３
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おそれ

Ａ--9無線局が相手局を呼び出そうとする場合において、他の通信に混信を与える虞があるときにとるべき槽i愛として、無線局運用駆り（第
１９条の２）の規定に適合するものはどれ力も下の１から４までのうちから一つ選/、

１その通信が終了した後でなけれI釘Ｊ１；出しをしてはならなし＄
２少なくとも３分経過した後でなけれIｺﾞ呼出しをしてはならない。
３試験電波の発射を行い､他の無線局から発射の停止の要求がないかどうかを確かめなければならない。
４空中線電力を低下して呼出しを行い、他の無線局から呼壮Iしの停止の要求がないかどうかを確かめなけｵLぱならない。

(ＨＹ４１２－２）



Ａ－１０次の記述は、アマチュア局の無線電話通信におけるｵﾏ､筑実な呼出しに対する応答について述べたものである。無線局運用規則（第１８条
及び第２6条)の規定に照らし［．内に入れるべき最も適切な字句の組合せを下の1から4までのうちから一つ選べ

□ときは､応答事項のうち相手局の呼出符号の代わりに「訂自局に対する
」を使用して、直ちに応答しなければならない。

Ａ

Ｉｌ１牡'しである二とが確実でない呼出しを受信した

ＩＪ１３出しであることが確実でない呼出しを受信した

1N牡lしを受信した場合において、呼出局が１回出符号がﾌ廊塵実である

IＪ１凶出しを受信した場合において、呼出局の1Jｻﾞ牡Ｉ符号が不確実である

Ｂ

貴局名は何です弓か

誰かこちらを呼びましたか

貴局名は何ですか

誰かこちらを呼びましたか

１
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Ａ－１１無線局が無線機器の試験又は調整のため露DUZの発射を必要とするときの発射する前の措憧として、無線局運用規則（第３９条）の規定に
適合するものはどｵuｳ､下の１から４までのうちから一つ選ﾊ､

自局の発射しようとする電波の周波数及びその他必要と認める周波数によって聴守し、他の無線局の通信に混信を与えないことを確か
める。

自局の発射しようとする電波の周波数に隣接する周波数によって他の無線局が重要な通(言を行っていないことを確かめる。
空中線電力が免許状に記載されたものとなるように送信機の出力をiii唖整する。

自局の発射しようとする電波の周波数をあらかじめ測定する。

１
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３
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A-12次の記述は､ｱﾏﾁｭｱ局の運用について述べたものである｡無線局i運用規則(第258条及Z蟻259鋼の規定に照らし､Ｆ］内
に入れるべき最も適切な字句の組合せを下の１から４までのうちから一つ選べ.

①ｱﾏﾁｭｱ局は､自局の発射する電波が囚支障を与え､若しくは与える鴬があるときは､速やかに当該周波数による電波の発
射を中止しなけDfLぱならなし％ただし、遭難通{喬、緊急通信､安全通信及び電波法第７４条（非常の場合の無線通信）第１項に規定する

通信を行う場合は、この限りでない。

②ｱﾏﾁｭｱ局の送信する通報は､［豆コであってはならなしも
に
に
に
に

一一一一 Ａ 鈍》》》

１
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Ａ－１３次の記述は、モールス無線通信における通報の送信方法について述べたものである。無線局運用規則（第１２条、第１３条及び

第１３５条並びにl;11表第１号及UW311表第２号)の規定に照らし［二コ内に入れるべき殿も適切な略符号及びそのﾓｰﾙｽ符号の組合せ
を下の１から４までのうちから一つ曇、

趣波法第７４条(非常の場合の無線通信)第１項に規定する通信において通報を送信しようとするときは､「ヒゼウ」(欧文であるときは、

｢'二二コ｣)を前置して行うものとする。

糯
ｏ
ｏ
Ｚ
Ｚ

ｓ
ｓ
ｘ
ｘ

ｏ
ｏ
Ｅ
Ｅ

モールス符号
■●■－－－●●●

－－－●●●－－－

●－●●－－－●■

●－●●－－－－●●

１
２
３
４

注ﾓｰﾉﾚｽ狩り；のAHL線の長さ及び１，卿よfHFHHこしてある。

Ａ－１４モールス無線通信において、「こちらは、空電に妨げられていませA’６」を示FｵｰＱ符号をモールス符号で表したものはど)れ"0％無線局運用

規則（第１２条及び第１３条並びに別表第１号及〔賜り表第２罰の規定に照らし、下の１から４までのうちから一つ選べ

一
一
一
一

●
●
●
●

’
’
’
一

一
一
一
一

屯・ロ一（四（】（三ｍ》。｜扣一一

●
●
●
●

●●
●
●

●
巳
●

● ●
●

●
●

●
●

●
●
●

●
●
●

注モールス符ﾘﾗのⅡｆ線の長さ及ＷＩＤ鶴土間pHこしてある。
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Ａ－１５アルファベットの字句及びモールス符号の組合せのうち、無線局運用規則（第１２条及UW3II表第１閾の規定に照らし、アルファベット

の字句及びそのモールス符号の組合せが適合するものはどｵLﾜｳ、下の１から４までのうちから－つ選べ。

字句モールス符号

１ＢＡＮＧＫＯＫ一・・・。－一・。－－

２ＪＡＫＡＲＴＡ.－一一.－－．－.－

３ＭＡＮＩＬＡ－－。－－．。．－゜

４ＳＩＮＧＡＰＯＲＥ・・・。．－．－－．

注モールス符号の点､線の長さ及WTIHI士．mFVHこしてある。

●●

●

●

●

●

●
●

●

●－Ｃ●

Ａ－１６ＣＦＨＭＵＺ４６をモールス符号で表したものはどれ力も無線局運用規則（第１２条及〔賜り表第１罰の規定に照らし、下の１から４

までのうちから一つ遇'、

１－．－．｡。－。．・・・

２－．－｡・一・・・・・－－・

３－．－゜・一・・・・・－－・

４－．－゜・・一・・・・・

注モールス符号の点､&iu>l憂さ及U1H卿よｉｉ鰯化してある。

●●
●
●

●
●
●

●
●
●

●
●

●

●
●

●
●
●
●

●
●

●

●
●
●
●

●
●
●

●
●
●

●
●

●●
●

●
●
●

A-17次の記述は､無線局の検査について述ぺたものである｡電波法(第73鋼の規定に照らし［二．内に入れるべき最も適切な字句の
組合せを下の'から4までのうちから一つ遅-％なお､同じ記号の[司内には､同じ字句が入るものとする。

総務大臣は、次に掲げる場合は、その職員を無線局に派遣し、その無線設備、無線従噺I者の資格及び員数並びに時計及び脅類を検査させ

ることができる。

（１）無線局の発射するｒＸ１が電波法第28条の総務省令で定めるものに適合していないと認めて.当該無線局に対して「訂電波
の発射の停止を命じたとき。

（２）(1)の命令を受けた無線局からその発射する□がi魎皮法第28条の総務省令の定めるものに適合するに至った旨の申出があっ
たとき。

（３）その他戸ﾗ丁特に必要があるとき。

Ｃ

電波法のIMni行を確保するため

犯罪捜査のため

電波法の施行を確保河-るため

犯罪捜査のため

Ｂ

臨時に

３箇月以内の期間を定めて

iiH時に

３箇月以内の期間を定めて

峰壗癩》遅
遅

噸
噸》》

Ａ
錘
雛
錘
懸

１
２
３
４

Ａ－１８次の記述は､無線局の免許人が総務大臣に対して行う報告等について述べたものである。電波法（第８０条及び第８１条,の規定に照ら

し､、内に入れるべき最も適切な字句の組合せを下の1から4までのうちから一つ選、

①無線局の免許人は、次に掲げる場合Iま、総務省令で定める手続により、総務大臣に報告しなければならない

（１）「X-lを行ったとき。
（２）電波法又はｌＢｌの規定に違反して運用した無線局を認めたとき。
（３）無線局が外国において、あらかじめ総務大臣が告示した以外の運用の制限をされたとき。

②総務大臣は､□その他無線局の適正な運用を確保するため必要があると認めるときは､免許人に対し無線局に関し報告を求め
ることができる。

Ｃ

混信の除去

Ｂ

電気通信事業法

Ａ

１非常通信又は電波法第７４条（非常の場合の無iiI通信）第１項に

規定する通信の郡Ｉ練のために行う通信

２非常通信又は電波怯第７４条俳常の場｢合の無線通信）第１項に

規定する通信の訊臓のために行う通信

３非常通信

４非常通信

無線通信の鞠亨の網寺電気通信事業法

鰯波法に基づく命令

麹皮法に基づく命令

混信の除去

無線通信の秩序の維持

(ＨＹ４１２－４）



Ａ－１９次の記述は、社団（公益社団法人を除く。以下同じ｡）であるアマチュア局の免許人が行わなければならないことを述べたものである。

電波法施行規則儲43条の4)の規定に照らし､□内に入れるべき最も適切な字句の組合せを下の1から4までのうちから一つ選
へ

社団であるｱﾏﾁｭｱ局の免許人は､その国
務所長を含むb)□なければならない

及U理事に関し変更しようとするときは、あらかじめ総合通信局長（沖縄総合通信事

Ａ露趨罎儘

Ｂ

の許冒可を受け

に届け出

の許可を受け

に届け出

１
２
３
４

A-20次の記述は､無線従事者の免許の取消し等について述べたものである｡電波法(第79鋼の規定に照らし［=。内に入れるべき最
も適切な字句の組合せを下の１から４までのうちから一つ選云、

総務大臣は､無線従事者ﾗｳ欲の(1)から(3)までのいずれかに該当するときは､その免許を取り消し､又はｎＩ１以内の期間を定めてそ
の回することができる。
（１）電波法若しくは電波法に基づく命令又はこれらに基づく処分に違反したとき。

（２）不正な手段により免許を受けたとき。

（３）著しく心身に欠陥があって無線従事者たるに適しない者に該当するに至ったとき。

月
月
月
月

箇
箇
箇
箇

Ａ
３
３
６
６

Ｂ

業;務に従事することを停止

無線設備の操作の範囲を制限

業務に従事することを停止

無Miii設備の操作の範囲を制限

１
２
３
４

Ａ－２１無線局からの混信を防止するための措置として、無線通信規則（第１５鋼の規定に適合しないものはどれ力、下の１から４までのうち

から一つi曇'、

１すべての局は､不要な伝送、過剰な信号の伝送､虚偽の又は紛らわしし､信号の伝送､識別表示のない信号の伝送を禁止する（無線通信

規貝輝１９条（局の職i31Dに定める例外を除く｡)。
ふく

２混信を避けるために、不要な方向への輻射又は不要な方向からの受信は､業務,】生質上可能な『場r合には､指向性のアンテナの利点をで

きる限り利用して、鰯j､にしなげｵLぱならない。

３混信を避けるために、送信局の無線設備及〔（業務0兆t質上可能な場合には、受信局の無線設備は、特に注意して選定しなければなら

ない
ふく

４送信局は、業務を満足に行うため必要73§最'｣限の電力で輻射する。

A－２２次の記述は､国際電気通信連合憲章等に係る違反の通告について述ぺたものである｡無線通信規則(第15鋼の規定に照らし､、内
に入れるべき鼠も適切な字句の組合せを下の１から４までのうちから－つ選べ

｢、に報告する。①国際電気通信連合憲章、

②局が行った重大な違反ｌ

③主管庁は、その権限が】

は無線通信規則の違反を認めた局は、この違反について

認めた主管庁から□．に行わなければならない。局が行った重大な違反に関する申入れは、これを認めた主管庁から

主管庁は、その権限が及ぶ局力

任を定め､[ヱコ。
又は無線通信規則の違反を行ったことを知った場合には、その事実を確認して責

》》蠣
蠣

Ａ
藤 Ｂ

この局を管轄する国の三iｺﾞ管庁

この違反を行った局

この違反を行った局

この局を管轄する国の主管F庁

》》

ｃ》１
２
３
４

(ＨＹ４１２－５）



｢－１内に入れるべき最も適切な字句のＡ－２３次の記述は､許可書について述べたものである。無線通信規則（第１８鋼の規定に照らし、

組合せを下の１から４までのうちから一つ遇'、

①送信局は、その属する国の政府が適当な様式で、力つ、無線通信規則に従って発給する許可醤がなけれI孟個人又はいかなる団体にお

いても､「X］ことができない｡ただし､無織圃信規則に定めるＢｉｌｌ外の場合を除く。
②許可書を有する者はＬ且」に従いＬ２」を守ることを要する。

Ｂ 》》醗率

密癖 》》
Ａ

管理し、又は保笥Pする

管理し、又は保守する

：1M畳し、又は運用する

設橿［し、又は運用する

電気通信連合条約の関連規定

１
２
３
４

その属する国の法令

の関連規定国際電気通信連合条溌

その属する国の法令

、内に入れるべき最も適切Ａ－２４次の記述は、アマチュア業務について述べたものである。無線通信規則（第２５条）の規定に照らし、

な字句の組合せを下の１から４までのうちから一つ選'、

①国際電気通信連合憲章､国漂電麺f畠連合条約及び無線通信規則のｒＸ１一般規定は､ｱﾏﾁｭｱ局に適用する。
②ｱﾏﾁｭｱ局は､その伝送中仁亘自局の呼出符号を伝送しな'伽茜ならなし％
③主管庁は､[－℃~|にｱﾏﾁﾆfﾃ局7Ｊ面準備できるよう､また通信の必劃生を満たせるよう､必要な措圃をとることが奨励される。

Ｃ》る
る

鰯
鰯
に
に

》 》
の
のて

蓉
汚

Ａ

Ｂ

３０分を標準として

短い間隔で

３０分を標準として

短い間隔で

１
２
３
４

Ｂ－１次の記述は、アマチュア無線局の廃止等について述べたものである。鬮波法（第２２条から第２４条まで、第７８条及び第１１３条Ｊの

規定に照らし「￣1内に入れるべき最も適切な字句を下の'から'0までのうちからそｵ'ﾉﾓﾖｵ'一つ選'、

①免許人は､その無線局を「デー]ときは､その旨を総務大臣に届け出なければならない，
②免許人が無線局を廃止したときは､免許は、その効力を失う。

③無線局の免許がその効力を失ったときI土免許人であった者は「ﾌ、魎墜の免許状を□しなけｵしばならな}＄
④無線局の免許がその効力を失ったときは､免許人であった者は､遅滞なく［三ｺの撤去その他の総務省令で定める電波の発射を防止
するために必要な措置を講じなけ､l'しばならなし＄

⑤④の規定に違反した者は､田以下の罰金に処する。

１廃止した

６廃止する

驍
鋤
３
８ ４送信装歴

９空中線

２１箇月

７１０日

５３０万円

１０５０万円

Ｂ－２次の送信設備について、電波法（第i３１鏑及び電波法施行規則（第１１条の３）の規定に照らし、周波数測定袋置を備え付けなければ

ならないものに該当するものを１，該当しないものを２として解答せよ。

ア２６．１７５ＭＨｚ以下の周波数の電波を利用する送信設備

イ空中線電力１０ワット以下の送信設備

ウ電波法第３１条に規定する周波数測定装置を備え付けている相手方の無線局によってその使用電波の周波数が測定されることとなっ

ている送信設備

エ当骸送信設備の無線局の免許人がBUに備え付けた電波法第３１条に規定する周波数測定装歴をもってその使用電波の周波数を随時測

定し得る送信設備

オアマチュア局の送信設備であって、当瞬没備から発射される電波の特性周波数を０．０２５パーセント以内の誤差で測定することによ

り、そのi翻皮の占有ﾂｰる周波数帯幅が、当該無線局が!ib作することを許される周波数帯内にあることをW鶴忍することができる装置を備え

付けている送信設備

(ＨＹ４１２－６）



Ｂ－３次の記述は、アルファベットの字句及びモールス符号の組合せを掲げたものである。無線局運用規則（第１２条及ひり;11表第１罰の規定

に照らし、アルファベットの字句及びそのモールス符号が適合するものを１，適合しないものを２として解答せよ。

字句モールス符号

アＡＬＦＡ．－。－゜。－．

イＤＥＬＴＡ一・・．.－.

ウＥＣＨＯ・－．－．・・・

エＫＩＬＯ－．－。。。－．

オＬＩＭＡ．－゜.・－－

注モールス符１３列の点ｉ泉の長さ及郵1噸土例酪化してある。

●

●

●

●
●
●

B－４次の記述は､無線局の目的外使用の禁止等について述べたものである｡電波法(第52条から第55条まで)の規定に照らし､、内
に入れるべき最も適切な字句を下の１から１ｏまでのうちからそｵlﾉﾓﾖｵlデーつ選'、

①無線局は､免許状に記載された目的又は「ﾃﾞ1の範囲を超えて運用してはならなしもただし､次に掲げる通信については､この限り
でない。

（１）遭難通信（２）緊急通信（３）安全通信(4)「二、（５）放送の受信
（６）その他総務省令で定める通信

②無線局を運用する場合においては「ﾗ兀識B'脂号､i麹皮の型式及〔N胃1波数は､免許状に記載されたところによらなければならな
し＄ただし、遭難通信については、この限りでな',＄

③無線局を運用する場合においては、空中線電力は、次の(1)及び(2)に定めるところによらなけ池玉ならないただし、遭難通信につい

ては、この限りでない

（１）免詐伏に記戟された[三ｺであること。
（２）通信を行うため「牙１であること。

④無線局は､免許状に記載された運用許容時間内でなければ､運用してはならない。ただし、①の(1)から(6)までに褐Ｉｆる通信を行う場

合及び総務省令で定める場合|土この限りでない

通信の相手方若しく|ｺﾞ通信事項

非常の場合の無線通信

無線設備の工事設計

ところによる(〕の

必要最小のもの

》
麺

》癖『識

２
４
６
８
０

１

Ｂ－５次の記述は、免許等を要しない無線局及び受信設備に対する監督について述べたものである。電波法（第８２条）の規定に照らし、

「司内に入れるべき量も適切な字句を下の1から１０までのうちからそｵ'ぞれ一つ遇,、

①総務大臣は､鼈波法第４条第１号から第３号までに掲げる無線局（以下｢免許等を要しない無線局」という｡）の無線設備の発する電

波又は受信設備が副'次的に発する電波若しくは高周波電流が他の無線設備の機能に[~テ1な障害を与えるときは､その設備の
、可に対し､その障害を「ヲ|するために必要な措邇をとるべきことを命ずることができる。
②総務大臣は､免許等を要しない無線局の無線設備について又I土放送の受｛言を目的とする［ｴ|について①の措置をとるべきことを命
じた場合において特に必要があると認めるときは､その職員を当iil穀備のある銅に派遣し､その設備を「牙－１させることができる。

驍
樒
５
０

１

２所有者又は占有者

７施設者又は利用者

３除去

８実地に調査;騨勵…

４
９

受信設備

Ｂ－６局の技術特性に関する次の記述について、無線通信規則（第３調の規定に適合するものを１，適合しないものを２として解答せよ。

アすべての無線局について、スペクトルの効率的な使用に適する周波数帯輻拉撒技術が使用されなければならない。

イ局において使用する装瞳ｉの選択及び動作並びにそのすぺての発射は、無線通信規則に適合しなければならなしも

ウ受信局は、関係の発射の種別に適した技術編生を有する装腫を使用するものとする。特に選択度特性は､発射の周波数帯幅に関する無

線通信規則鮪3.9罰の規定に留意して、適当なものを採用するものとする。

ェ発射の周波数帯幅は、スペクトルを最も効率的に使用し得るようなものでなければならない。このためには、一般ji勺には、周波数帯i幅

を技術の現状及び業務の性質によって可能な最小の値に維持することが必要である。

オ局において使用する装歴は､周波数スペクトルを最も効率的に使用することが可能となる信号処理方式をできる限り使用するものとす

る。この方式としては、取り分け、一部の周波数粥幅拡張技術が挙げら札特に振幅変鯛方式においては、単fMM皮帯技術の使用が挙げら

れる。

(ＨＹ４１２－７）



平成24年１２月期

第一級アマチュア無線技士「法規」合格基準及び正答

30問２時間30分賦験問題記号

合格基準

満点及び合格点

配点内訳

HY412１

２

合格点１０５点

120点(1問５点）

３０点(1問５点､ただし､小設問各1点）

満点１５０点

Ａ問題２４問

6問Ｂ問題

正答３
｜

略
６
２
８
９
５
１
２
２
２
２
２
２
１
２
２
２
３
５
７
巾
１
２
３
４
，

，
２
Ｇ
Ｉ
。
Ｉ
■
Ⅱ
勺
Ⅱ

［ ｉ
B問題

問題 正答

〔Ｂ－１〕

ア

イ

ウ

エ

オ

６

２

８

９

５

〔Ｂ－２〕

ア

イ

ウ

エ

オ

１

２

２

２

２

〔Ｂ－３〕

ア

イ

ウ

エ

オ

２

２

１

２

２

〔Ｂ－４〕

ア

イ

ウ

エ

オ

２

３

５

７

1０

〔Ｂ－５〕

ア

イ

ウ

エ

オ

１

２

３

４

1０

〔Ｂ－６〕

ア

イ

ウ

エ

オ

２

１

１

１

１

Ａ問題

問題 正答

〔Ａ－１〕 ２

〔Ａ－２〕 ４

〔Ａ－Ｓ〕 ４

〔Ａ－４〕 ３

〔Ａ－５〕 ２

〔Ａ－６〕 １

〔Ａ－７〕 ４

〔Ａ－８〕 ３

〔Ａ－ｇ〕 １

〔Ａ－１０〕 ４

〔Ａ－１１〕 １

〔Ａ－１２〕 ３

〔Ａ－１３〕 ３

〔Ａ－１４〕 ３

〔Ａ－１５〕 ４

〔Ａ－１６〕 ４

〔Ａ－１７〕 １

〔Ａ－１８〕 ４

〔Ａ－１ｇ〕 ２

〔Ａ－２０〕 １

〔Ａ－２１〕 ３

〔Ａ－２２〕 ４

〔Ａ－２３〕 ３

〔Ａ－２４〕 ４


